
平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費
補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　県は、本県の基幹産業である県内建設産業の経営基盤の強化を図るため、県内建設企業等が平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業実施要領（平成３０年４月１８日制定。以下「実施要領」という。）に基づき建設産業新分野進出チャレンジ事業を行うのに要する経費について、平成３０年度予算の範囲内において、当該県内建設企業等に対し、青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（補助事業）
第２条  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号のいずれかに該当する事業とする。

（１）実施要領第３条第１号に規定する新分野事業に関するアドバイスを受け、同条第２号に規定する新分野事業への進出を目的とした改善を行う事業
（２）実施要領第３条第２号に規定する県が認めるアドバイスを受けて新分野事業への進出を目的とした改善を行う事業
（補助対象経費及び補助金の額）
第３条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表のとおりとする。

２　補助金の額は、補助対象経費の合計額の３分の１に相当する額又は１００万円のいずれか低い額以内の額とする。
（申請書等）
第４条　規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。
２　規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類は、次の表のとおりとする。

	書　　類
	様　式
	部　数

	補助事業計画書
	第２号様式
	正本１部

	収支予算書
	第３号様式
	正本１部

	その他参考となる資料

（※連携体で申請する場合には、構成員及び目的が分かる規約等を添付すること）
	－
	１部


３　補助金の交付の申請をするに当たっては、当該補助金に係る消費税額及び地方消費税額に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請するものとする。ただし、申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。

（補助金の交付の条件）

第５条　次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規定により付された条件となるものとする。

（１）補助事業に要する経費の配分の変更（補助金の額の変更を伴わない各経費区分間のそれぞれの経費の３０パーセント以内の変更を除く。）、補助事業の内容の変更（補助目的の範囲内で行う事業計画の細部の変更を除く。）又は事業主体を変更する場合において、変更承認申請書（第４号様式）により知事の承認を受けること。
（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合において、中止（廃止）承認申請書（第５号様式）により知事の承認を受けること。

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合において、速やかにその旨を遅延等届出書（第６号様式）により知事に届け出てその指示を受けること。
（４）補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを平成３１年４月１日から５年間保管しておくこと。

（５）補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産を善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従って使用し、その効率的な運用を図ること。
（６）知事は、補助事業の成果が、県内建設企業等の技術力の強化を促進する効果があると認めるときは、当該成果を発表することができること。
（７）補助事業者に対し、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を知事の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用させ、譲渡させ、交換させ、貸付けさせ、又は担保に供させないこと。ただし、第１３条に規定する期間を経過した場合は、この限りでない。

（８）補助事業者に対し、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について財産管理台帳（第７号様式）その他関係書類を第１３条に規定する期間整備保管させること。

（９）補助事業者が補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を知事の承認を得て処分したことにより収入のあったときは、知事の定めるところにより、当該収入の全部又は一部を県に納付すること。
（申請の取下げの期日）
第６条 　規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して１０日を経過した日とする。

　
（補助金の交付方法）
第７条　補助金は、補助事業の完了後交付する。

（補助金の請求）
第８条　補助金の請求は、補助金請求書（第８号様式）を平成３１年３月３１日までに知事に提出して行うものとする。

（状況報告）

第９条　規則第１０条の規定による報告は、平成３０年１１月１日現在の状況を記載した実施状況報告書（第９号様式）を同月２０日までに提出して行うものとする。

（実績報告）
第１０条　規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、その日）から起算して１０日を経過した日又は平成３１年３月１５日のいずれか早い期日までに実績報告書（第１０号様式）により行うものとする。
２　前項の実績報告書に添付すべき書類は、次の表のとおりとする。

	書　　類
	様　式
	部　数

	補助事業報告書
	第１１号様式
	正本１部

	収支決算書
	第３号様式
	正本１部

	補助対象経費に係る支払証拠書類の写し
	－
	１部

	その他知事が必要と認める書類
	－
	１部



３　第１項の実績報告を行うに当たっては、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告するものとする。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１１条　補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書（第１２号様式）を提出するものとする。

２　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部について、その返還を請求するものとする。
（処分の制限を受ける財産）

第１２条　規則第１９条第４号及び第５号の規定により処分の制限を受ける財産は、１件の取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具とする。
（処分の制限を受ける期間）

第１３条　規則第１９条ただし書の規定により財産の処分の制限を受ける期間は、国土交通省所管補助金等交付規則（平成１４年国土交通省令第７０号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。
（その他）
第１４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、知事が別に定める。
附 則

この要綱は、平成３０年４月１８日から施行する。

別表（第３条関係）
	経費区分
	内　　　容

	①外部講師・専門家等依頼費
	○外部講師・専門家等への謝礼及び旅費


	②調査研究費
	○当該事業遂行に必要な調査等を委託する際に支払われる経費
○原材料、試作品等の成分、性能、精度等の科学的評価を外部専門機関に依頼する経費

	③販売促進費 
	○事業を市場化する上で必要なユーザーニーズ調査等を行うための経費、データ等を購入する費用

○試作品等を展示会等に出展するために支払われる経費

	④その他試行的実施費
	○試行的に事業を行うための材料費、外注費等の費用
○試作品の製作に係る原材料の購入経費
○産業財産権（特許権、実用新案権、意匠権等）の特許庁への申請（出願、審査請求、登録）に係る費用、又は実施権、使用権取得に係る経費

	⑤借料（ﾘｰｽ料、ﾚﾝﾀﾙ料）
	○機械工具、車両、事務機器等のリース料、レンタル料

	⑥調査研究に直接必要な諸経費
	○会議開催費（会場使用料及び茶菓代に限る。）
○印刷製本費、図書等の購入費
○通信、郵便、電話料
○振込手数料
○関係機関打ち合わせ旅費


第１号様式（第４条関係）
平成　　年　　月　　日
青森県知事　三村　申吾　殿
申請者　　所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　印

（担当者氏名・電話番号）
　　　　　　　　　　　　　　（※連携体の場合は、主たる構成員を申請者とすること）
平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金交付申請書
平成３０年度において実施する建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業について、補助金の交付を受けたいので、青森県補助金等の交付に関する規則第３条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の目的及び内容
２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
（１）補助事業に要する経費　　　　　　　　円
（２）補助金交付申請額　　　　　　　　円
３　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
補助事業の内容　　　　　　　別紙補助事業計画書（第２号様式）のとおり

補助事業に要する経費の配分　別紙収支予算書（第３号様式）のとおり
４　補助事業完了予定年月日　　平成　　年　　月　　日
第２号様式（第４条関係）
補 助 事 業 計 画 書

１　申請者について

	申請者
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	担当者氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


２　新分野事業について
	事業名（※具体的な取組が分かる事業名とする）

	

	事業概要について（※事業開始の背景・動機から、これまでの取組・実施状況等について記載する）

	

	事業の強み・弱みについて（※事業実施に当たって感じている強み・弱みを記載する）

	

	事業方針について（※今後の事業の目指す方向性について記載する）

	

	課題及び対応策について（※現状の課題、及び想定している対応策について記載する）

	

	希望するアドバイザー・アドバイス内容等について（※上記に対応した、具体的なアドバイザーや相手方が決まっている場合には記載する）

	

	異業種との連携について（※異業種との連携がある場合、その相手方と連携内容について記載する）

	

	経営資源の有効活用について（※本業で有する経営資源（土地・建物・車両・機械・従業員など）の活用がある場合には記載する）

	

	事業の実施により期待される効果について

	

	実施スケジュールについて（※事業全体スケジュール、申請年度内スケジュール、黒字化までの予定年数（収支予測）などについて記載する）

	


３　事業費の積算明細（単位：円）
	経費区分
	事業費
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	①外部講師・専門家等依頼費
	
	
	

	②調査研究費
	
	
	

	③販売促進費
	
	
	

	④その他試行的実施費
	
	
	

	⑤借料（ﾘｰｽ料、ﾚﾝﾀﾙ料）
	
	
	

	⑥調査研究に直接必要な諸経費
	
	
	

	合　　計
	
	
	


注１　上記事項を簡潔かつ具体的に記載し、必要に応じて既存参考資料を添付引用すること。

２　事業費は、消費税及び地方消費税（消費税等）を含めた額とすること。
３　経費区分は、平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金交付要綱別表の補助対象経費の経費区分と一致する経費のみを記入すること。
４　事業費は、具体的に記載すること(単価×数量等などの算出根拠)。

５　積算の根拠となる資料（見積書等）の写しを添付すること。
６　補助金交付申請額の欄は、補助対象経費に補助率を乗じて得られる金額を記入すること。

第３号様式（第４条、第１０条関係）
収 支 予 算（決 算）書
（収入）
（単位：円）
	区　分
	予算額
	（決算額）
	備考

	自己資金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	県補助金
	
	
	

	その他の収入
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（支出）
（単位：円）

	区　分
	予算額
	（決算額）
	備考

	①外部講師・専門家等依頼費
	
	
	

	②調査研究費
	
	
	

	③販売促進費
	
	
	

	④その他試行的実施費
	
	
	

	⑤借料（ﾘｰｽ料、ﾚﾝﾀﾙ料）
	
	
	

	⑥調査研究に直接必要な諸経費
	
	
	

	合　　計
	
	
	


第４号様式（第５条関係）
平成　　年　　月　　日
青森県知事　三村　申吾　殿
補助事業者　　所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　印

（担当者氏名・電話番号）
平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ事業
変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け青監第　　　号をもって補助金の交付の決定の通知を受けた建設産業新分野進出チャレンジ事業について、下記のとおり変更したいので、平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金交付要綱第５条第１号の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　変更の内容
２　変更の理由
注　補助事業計画書及び収支予算書を添付し、事業内容については変更箇所に下線を引くとともに、事業費の積算明細及び収支予算書については、変更前の額を上段に（　）書きし、変更後の額を下段に記載すること。
第５号様式（第５条関係）
平成　　年　　月　　日
青森県知事　三村　申吾　殿
補助事業者　　所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　印

（担当者氏名・電話番号）
平成３０年度建設産業新分野進出チャレンジ事業
中止（廃止）承認申請書
平成　　年　　月　　日付け青監第　　　号をもって補助金の交付の決定の通知を受けた建設産業新分野進出チャレンジ事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金交付要綱第５条第２号の規定により申請します。
記
１　中止（廃止）の理由
２　中止の期間（廃止の時期）
第６号様式（第５条関係）
平成　　年　　月　　日
青森県知事　三村　申吾　殿
補助事業者　　所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　印

（担当者氏名・電話番号）
平成３０年度建設産業新分野進出チャレンジ事業
遅延等届出書
平成　　年　　月　　日付け青監第　　　号をもって補助金の交付の決定の通知を受けた建設産業新分野進出チャレンジ事業について、平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金交付要綱第５条第３号の規定により下記のとおり届け出ます。
記
１　状況報告

・予定の期間内に完了しない

・補助事業の遂行が困難

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　経緯等説明

３　今後の対応について
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第８号様式（第８条関係）
平成　　年　　月　　日
青森県知事　三村　申吾　殿
補助事業者　　所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　印

（担当者氏名・電話番号）
　平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金請求書
平成　　年　　月　　日付け青監第　　　号をもって交付の決定の通知を受けた平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金として、下記のとおり請求します。
記
１　請求金額　　金　　　　　　　　　　　　　円
２　振込先　　金融機関名、支店名
　　　　　　　　預金種別及び口座番号
　　　　　　　　口座名義
第９号様式（第９条関係）
平成　　年　　月　　日
青森県知事　三村　申吾　殿
補助事業者　　所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　印

（担当者氏名・電話番号）
平成３０年度建設産業新分野進出チャレンジ事業
実施状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け青監第　　　号をもって補助金の交付の決定の通知を受けた建設産業新分野進出チャレンジ事業の実施状況について、青森県補助金等の交付に関する規則第１０条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の実施状況

　　　（補助事業計画書と対応させて、事業の経過及び今後の計画を簡明に記載すること。なお、計画に比べて遅延がある場合には、その理由も記載すること。）

２　補助対象経費の支出状況（平成３０年１１月１日現在）

	経費区分
	発注年月日
	完了年月日
	支払年月日
	補助金充当額
	支払先

	
	
	
	
	　　　　　円
	

	合　　計
	
	
	
	
	


第１０号様式（第１０条関係）
平成　　年　　月　　日
青森県知事　三村　申吾　殿
補助事業者　　所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　印

（担当者氏名・電話番号）
平成３０年度建設産業新分野進出チャレンジ事業
実績報告書
平成　　年　　月　　日付け青監第　　　号をもって補助金の交付の決定の通知を受けた建設産業新分野進出チャレンジ事業が完了（を廃止）したので、青森県補助金等の交付に関する規則第１２条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記
１　補助金額　　金　　　　　　　　　　　　円
　（注）次の算式を明記すること。

　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額

２　補助事業完了年月日　　　平成　　年　　月　　日
３　添付書類

（１）補助事業報告書（第１０号様式）
（２）収支決算書（第３号様式）

（３）補助対象経費に係る支払証拠書類の写し
（４）その他

第１１号様式（第１０条関係）
補 助 事 業 報 告 書
１　事業経過

	事業名
	

	
	

	事業の実績
	

	補助後の事業概要
	

	事業の実施日程
	開始　　平成　　年　　月　　日
完了　　平成　　年　　月　　日


２　事業費の支出明細（単位：円）

	経費区分
	事業費
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	①外部講師・専門家等依頼費
	
	
	

	②調査研究費
	
	
	

	③販売促進費
	
	
	

	④その他試行的実施費
	
	
	

	⑤借料（ﾘｰｽ料、ﾚﾝﾀﾙ料）
	
	
	

	⑥調査研究に直接必要な諸経費
	
	
	

	合　　計
	
	
	


注１　支出額は、消費税及び地方消費税(消費税等)を含めた額とすること。
２　経費区分は、平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金交付要綱別表の補助対象経費の経費区分と一致する経費のみを記入すること。

３　支払証拠書類（見積書、納品書、請求書、領収書、振込依頼書、旅費にあっては記録簿（打ち合わせを行った相手方の承認印を受けること。）等）の写しを添付すること。

４　人件費については、人件費算定説明資料（時間給積算等）及び支出が確認できる根拠資料（給与明細書、給与支払台帳の写し等）を提出すること。
第１２号様式（第１１条関係）
平成　　年　　月　　日
青森県知事　三村　申吾　殿
補助事業者　　所在地
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　印

（担当者氏名・電話番号）
平成３０年度消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書

平成３０年度青森県建設産業新分野進出チャレンジ企業支援事業費補助金交付要綱第１１条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　補助金額（県が確定額通知書により通知した額）　　　　　　　　　　　円

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（Ａ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（Ｂ－Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（備考）

（１）別紙として積算の内訳を添付すること。

（２）課税事業者の場合であっても、単純に補助金の８％相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額による減額等の対象額ではないので留意すること。

